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統合情報システムの基礎としての
事業データモデル(UDM)
ーアウグスト・ヴィルヘルム シェールの研究―•~
中辻卯一
コンピュークにより支援される統合的情報システムの効率化を考えるた
め，デークペースの構造化がシステム設計の中心となってきた。統合化され
た情報システムのためのデーク構造は，一連の流れでつながるデークの継続
利用（水平統合）と情報ピラミッドのレベルを通るデークの継続利用（垂直
統合）の2つの統合方向から成る。
また物量を基準とした上に価値を基準とした会計システムを関連させ，包
含させるアプローチも合理的である。
さまざまな組織構造上の必要なアウトプットが，今日では進歩したコンピ
ューク・システムにより一つの統一データベースに支えられて作成されう
る。
このような新しい方向に関して，ェンティテイ・リレーションシップ・モ
デルを用いたデータベースの設計を取り上げた A.W. シェールの研究を紹
介することとした。
トップ・ダウン アプローチを用いることによってデークバンクの構造モ
デルはアウトプットの作成および評価のプロセスから引き出される。
デークモデルの設計はエンティテイ・リレーションシップ・モデル (ERM)
を用いて表わされる。企業デークモデルは業務別に分けられた分野間の情報
の流れを示す。これはオペレーティングシステムの適用，会計計算業務，事
86(86) 第 35巻第 1 号
業計画のためのデークベース作成の基礎であり，経営情報システム (MIS)
の中心を成す。
A. 統合情報システム
コンピュータ (EDV)に支援された情報システムの開発初期では機能的要
求が重視されていたが，統合情報システムの開発とともにデークベースの構
造化がシステム設計の中心となってきた。その理由は，デークが単に「連絡
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機能 (Zubringerfunktionen)」だけを有している経営機能に集中する場
合，矛盾，現実的相遣，監視コスト上昇をもたらす高度なデーク冗長性が生
じたからである (Scheer,EDY-Oriented Betriebwirtschaftslehre 1987 
41ff.)。それに対して情報システムがディスプレイから設計される場合，デ
ーク構造は適用とは全く無関係に設計される。これは比較的高い抽象レベル
を前提にする必要があることを意味する。この場合経営経済学の結果，特に
基本的経営関係を扱う企業理論からの結果が有意義に役立つことだろう。
統合情報システムのデーク構造は2つの統合方向（図1参照）：一連の流
れでつながるデークの継続利用（水平統合）と情報ピラミッドのレベルを通
るデークの継続利用（垂直統合）を支持する。
一連の流れでつながるデークの継続利用ではデータは一連の流れの初めに
収集されそしてその後の処理過程では補足あるいは修正されるだけなので，
一度収集されたデークが再度（冗長的に）入力されることはない。この考察
を集中的に企業の実施過程について行った。最初に企業の典型的業務部門
（仕入，生産，販売）における流れを見た後で，技術的並びに経営過程の結
合部を含む事業を超えるプロセスについても多くの検討を加える。このため
には CIM(Computer Integrated Manufacturing: コンピュークによる統
合管理）工業用コンセプトが具体的でわかりやすい例である (Scheer,CIM 
1988参照）。
業務部門に関する統合を必要とする（図1の水平矢印参照）実施レベルに
基く統合デーク構造の設計の他に，オペレーティング システムに関して構
築される情報システムにおけるデータの継続利用も重要である。
そのために物量を基準としたシステムの上に構築される価値を基準とする
会計システムはオペレーティング システムのデークを直接利用すべきであ
る。さらにそのような価値を包含した物量基準のシステムはすでに業務過程
との関係で生じる数値も関連づけるべきである。同じ要求は事業レベルの計
画・決定支援に至るまでのコントロール・システムヘの集中にもあてはまる
(Mertens/Griese, Indusrielle Datenverarbeitung I 1986 15頁参照）。
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図2 一連の仕入過程を例に示すデータとプロセスの統合
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このような垂直思考は図1の垂直矢印によって明らかにされる。
図2では一連の仕入過程で水平および垂直のデータ統合間の関係を示し
た。一過の過程は需要の調査にはじまりそして納入業者選択を通って注文書
の記述に至る。納品書と共に引き渡された商品は入荷検査を受ける。請求書
は到着後に注文書および入荷と共に検査される。会計検査の次は記入帳を作
成しそして支払いを促す債権者帳薄へと流れは続いてゆく。
このような一連のプロセスは長期間（しばしば数ヶ月間）にわたり，図2
の右側に示されているように，多くの部門によって処理される。
これが長期にわたり，さまざまな組織構造上の管轄権が関与しそしてさま
ざまな書類（注文書，納品書，請求書，振替用紙）が必要であるにもかかわ
らず，今日では進歩したコンピュータ・システムにより一つの統一デークベ
ースに支えられている。それぞれの専門家が事例を処理する場合先行する業
務のデータを画面で見ることができる。データ発生の推移を図2で因解し
た。各業務は前もって収集済みのデータを利用できる。例えば実際の入荷と
注文に相進が発見されるばあいには修正すべきデータだけを入力する。会計
検査も修正だけを行う。注文，入荷そして請求書作成が完全に一致している
時には会計検査はかなり自動的に行うことができる。
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一連のプロセスの中では後の業務は修正または確認の記録（図2ではそれ
ぞれの日付が特徴となっている）だけを行うことがわかる。
図解されたプロセスは第一に水平のデーク統合を示す。しかし垂直のデー
ク統合も明らかになる。納入業者選択の時点ですでに注文価格ははっきりし
ている。これで実際に請求書作成のためとさらに債権者帳簿作成のための全
デークを利用できる。注文時の同封書類を用いて「見積り」記入帳を含む
「見積り」請求書を作成できる。債権者帳簿はこのデーク構造を受け継ぐの
で，実際の注文進行とそれに伴う価格上の債権者帳簿との間の統合も生じ
る。
下記では水平および垂直のデータ統合に従って要求を満たすために，デー
ク構造をどのように構成できるかを示す。この場合経営経済学理論の結果と
デーク構造化の方法とを結びつける。
これらの考察の結果が対象の基本型とそれらの関係を共に把握する事業デ
ークモデル (UDM)である。それが統合プロセス処理と MIS(経営情報シ
ステム）コンセプトのベースである。
B. 経営経済学的総合事業モデル
経営経済的業務の詳細な調査の他に経営経済学理論では総合事業の問題も
分析される。その際種々の問題提起のためにさまざまな事業の記述システム
が開発された。その全てを示すことはできないが，いくつかをあげておこ
う。
〇グーテンベルグが開発した生産要因システムはメーカーの製造に必要な
プロセスの記述を可能にする (Gutenberg,Die Produktion 1983)。
0ある事業の種々の記録を全て統一されたかつ簡単な記述言語であらわす
ために，外部の会計事務は口座と記入帳の概念を用いて大いに認めるぺき
抽象化レベルを見出した。
0内部の会計事務もコストの種類，コストの発生場所，そして原価単位の
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概念を用いて多様な経営経済的プロセスをあらわすために簡単な記述言語
を開発した。
オペーションズ リサーチの範囲で作成された事業統合モデル (Rosen-
kranz, Modell-und computergestiitzte Unternehmensplanung 1981とそ
れに記載されている文献参照）は事業を越えた決定関係を詳細な方法で記述
している。
経営経済学的記述モデルの概念は図1のレペルに関係づけが可能である：
グーテンペルグ・モデルはオペレーションレベルに，財務薄記は価値を基準
とした決算レベルに，コスト計算モデルはコントロールレベルに，事業計画
モデルは計画・決定システムのレペルに関係する。
下記ではこれらの事業モデルの結果を基礎とする。グーテンベルグのモデ
ルはオペレーションレベルのデーク構造の誘導操作に役立つだろう。価値レ
ペルにもとづくデーク構造の補足のために財務簿記のモデルが効果的であ
る。コスト計算と事業計画の概念世界も開発されたデーク構造と結びつける
ことができる。
C. 事業データモデル (UDM)の設計方法としての「エン
ティテイ・リレーション モデル」 (ERM)
エンティテイ・リレーション モデル (ERM)はチェン（これについては
Chen, The Entity-Relationship Model 1976参照）にさかのぼる。彼の
グラフによる説明 (ERM-Diagramme)と明確な定義によると， これは経
営経済学の専門知織とコンピューク支援の情報システムの形成化要求との問
の利用者に親切な連絡用インクーフェースである。
ERMは実体（エンティテイ），属性と関係を区別する。
実体とは事業として重要である実際的あるいは概念的な物，例えば納入業
者，材料，注文である。実休が量として考えられる場合，それらは実休クイ
プとみなされ，その個々の表現が実休である。下記では実体クイプを常に大
文字（ここでは下線）であらわし， ERM・ダイアグラムでは亡コで示す
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図3 ERMにおける実体タイプとその属性の記述
納入者番号、名称、住所……・ 材料番号、呼称、品質…...
納入業者 材 料
（図 3参照）。
属性とは実体の特性，例えば納入業者の納入番号，名称と住所である。こ
れらは（二二）で囲まれ実休タイプに関係づけられる。あるタイプの実体をは
っきり同一視される属性は重要属性とみなされそして下線が引かれる。図 3
では納入業者にとっての納入者番号と控聾にとっての材料番号がそれであ
る。
関係とは 2つあるいはそれ以上の実体クイプ間の論理的結合である。実体
がそれ自体で存在し得るのに対して，関係は該当する実体タイプとの結合に
おいてのみ生じる。納入業者と壁塾との間の関係は「どの材料がどの納入業
者から納入されるか」という納入関係である。関係を量レペルで考える場
合，これらを関係タイプとよぶ。（関係を）はっきりとあらわすのは個々の
関係づけである。
下記では関係タイプもやはり大文字で記す。これらは菱形で囲まれそして
相応する実体タイプと結ばれる（図4参照）。
また関係タイプにも属性が付け加えられる。重要属性は関連する実体タイ
図4 ERMにおける関係の記述
m 
納入者番号、材料番号、最
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プの重要属性の組み合わせ，この場合納入者番号と材料番号である。
関係タイプの構成では 2つのいわば既存概念（この場合は納入業者と桂杜）
を混ぜ合わせて新しい概念（ここでは墾2)が作られる。これらの過程は集
合ともよばれる (Smith/Smith,Databases Abstractions 1977参照）。
関係クイプ墾入の特色は特定の納入業者とこの者から引き渡し可能な特定
の材料とを関係づける。これに属性として関係づけられる特性は全てこの結
合に関わること，例えば対象の納入業者がある期間内に購入した特定の材料
の量および納入業者と材料に関わる全ての条件協定である。
実体タイプと関係タイプを区別する手がかりとみなされるのは，通常実体
タイプは名詞によって，関係は動詞によってあらわされることである。
以下の詳述では実体• 関係タイプの設計が重視される。従って属性として
図5 量間の関係タイプ
納入業者 材料
1 : 1関係
1 : n関係
n : 1 関係
n: m 関係
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は主として重要属性だけをあげる。
関係クイプはその結合度に従って特徴を示すことができる（図 5参照）。
1 : 1の関係では最初の実休クイプをあらわす各要素に第二の実休クイプ
の要素が一つずつ関係づけられその逆も成り立つ。 1: nの関係では最初の
量の各要素に第二の量のn要素が関係づけられるが，第二の量の各要素には
第一の量の一要素しか対応しない。 n:1の関係は同じ状況を逆の順序であ
らわす。
n: mの関係では最初の量の一要素に第二の量の数要素が関係づけられそ
の逆も成り立つ。
関係クイプの複合状態は関係クイプのきわに記入される。関係墾入は通常
n: mタイプであることが理解される。
1:n関係の特別の性質はヒエラルヒー（階層）的関係である。つまり関
係が由来する全ての実体クイプに対して（上位の実休タイプ）他の実休クイ
プの最低1つの要素（下位の実休クイプ）が存在しなければならず，逆に下
位の実体全てに対して1つの上位の実体が存在しなければならない。これら
の状態は二重矢印であらわされる（図6参照，これらの関係クイプでは注文
図6 ヒエラルヒー的1:nの関係
注 文
「上位の」
実体タイプ
注文項目
ヒエラルヒー 的
1 : nの関係
「下位の」
実体タイプ
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とその項目との間にある）。
襲係タイプは作図プロセスにおいて新しい関係タイプの原点になり得る。
そのためにそれらの新しい役割の意味でそれらを実体タイプとみなしてこコ
で囲う（図7参照）。新しい関係タイプヘの線は［二］のきわから始まる。こ
れで関係クイプの発生状況が一目でわかるようになる。図7の例では塾入
（杢住）は納入業者と材料の混合として発生した。 1つの注文項目には1つ
（またはそれ以上）の条件協定を関係づけることができ，そしてある条件協
定には時が経過するにつれて多くの注文項目が関係する。
1976年にチェンが発表したエンティテイ・リレーション・モデルは多くの
会誤と多数の出版物で開発が進められた (Chen, Entity-Relationship 
Approach 1981; Davis, Jajodia, Ng, Yeh, Entity-Retationship Appro-
ach 1983参照）。
下記では主として採用された基本要素を使用する。
図7 関係タイプの解釈転換
納入業者 料
注文項目
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D. オペレーティブな事業データモデル (UDM)の作図
実体タイプと関係タイプを考える原点は企業理論から導き出されるコンセ
プト，すなわちある企業の製造プロセスを生産要因の組合せによって特徴づ
けそして企業が市場のパートナーとの取り引き関係を維持することである。
図8ではこれらの状態を市場パートナー，堅産そして生産要因という実体タ
イプによってあらわした。市場パートナーの概念は販売市場と仕入市場のパ
ートナーをそして製埜の概念は自社製の製品と外部購入の製品を含む。概念
については後で詳述する。取引関係は実休クイプの市場パートナーによって
あらわされる企業の外界と製盈との間のn:m関係タイプを形成する。この
図8 基本的実体タイプとその時間に依存しない関係
市場パートナー
生産要因
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関便は例えば顧客と品目との間で決められた条件を示す。製造プロセスは関
係クイプ 製造規則によってあらわされる。この中では生産要因経営資材，
人的作業能率，材料の使用により製品がどのように製造されるかがまとめら
れる。ある製品は種々の製造規則を利用して生産されることが多く，生産要
因も種々の製品に関わっているので， これらの関係クイプもn:m型であ
る。
以上の構造は静的である，すなわち時間とは無関係なデーク構造が考えら
れている。コンビュータ言語ではマスターデークとも呼ばれる。この静的構
図9 図8の時間に依存する関係の補足
市場パートナー
n 
?
m 
生産要因
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造に時間内で行われる経過が加わる。その典型的な例が外部のパートナーか
らの（あるいはそこへの）注文あるいは自社製造のための自社製品への注文
である。時間的関係（日付）を明記することで同種の（反復の）注文の同一
確認が可能である。さらに言うと，静的デークに比べてこれらの経過がデー
ク維持にとって重要なのはそれらが終了するまでだけである。これらをあら
わすには第一に一般的実体クイプである堕圃がとり入れられる（図9参照）。
外部注文は取引相手，堅盈，そして堕豊の関係を形成する。同様に社内注文
もまた堕圃と製造されるべき墾盈との組み合わせとして解釈される。
製品概念はこれまで市場パートナーの方向では売りさばき可能なあるいは
調達可能な製品としてそして生産要因の方向では自社内製造品として解釈さ
れた。
通常売りさばき可能な製品は多くの生産段階を通じて投入された生産要因
から生産される。その場合貯蔵されそしてさまざまな最終生産物に加工され
る中間生産物が生じる。これらの関係が一目でわかるように図であらわして
みる（図10参照）。一次製品（中間生産物） Bは最絡生産物PlとP2に加
図10 実体タイプ墾』きの繍分化
製品 Pl 
（最終生産物）
外部購入製品
El 
（材料）
一次製品
B 
（中間生産物）
製品 p 2 
（最終生産物）
外部購入製品
E2 
（材料）
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エされそしてそれ自体は外部購入の製品（材料） ElとE2から製造され
る。
「製品」概念をこのように広く解釈すると材料の流れは実体タイプ堅産の
中でn:mの関係によってあらわされる。各製品は材料の流れの方向に応じ
て「上位」または「下位」の役割でみられるが（図11参照）， この例では中
間生産物Bだけが両方の役割を引き受けることができる。 ERMダイヤグラ
ム（図12参照）は構羞関係によって実情をあらわし，その時それぞれの関係
は上位 (OLENR)と下位 (ULENR)の製品番号の記載によって同一確認
される。
饂の概念では外部購入の製品も材料の形（材料，外部購入の部品群）で
把握されるので，市場パートナー概念は顧客と納入業者に同じく外部注文概
念は顧客注文と注文に廃係づけられる。
図9は製品の関係をすでに含んでいるので，非常に一般的な形で事業のデ
図11 上位および下位の製品間の関係
役割 役割
「下位製品」 「上位製品」
;B二-:: 
: ニ：〗
図12 実体タイプ堅垂内部のm:nの関係
上位およぴ下位の製造番号
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ータ構造を再現する。
次の段階で挿入した概念をさらに細かい概念に分割して製品の関係を詳し
くみる。これらの過程を細分化とよぶ。
そのために実体タイプ取引相手は璽客と納入業者の部分概念に分割され
る。同様に生産要因も埜聾，経営資源と従業員に分割される。これらを図解
するには，図13のように一般概念の部分概念への細分化を特徴づける，いわ
ゆる「is-a」関係を採用する。同時に製盈は販売可能な製品，外部購入製品
と自社製品に分割される。実休タイプ外部購入製品では，材料と部品群（材
料）だけが把握されるので，塑盈からみると細分化であるのに対して生産要
因 材牲と経営資材に関しては一般化であり，経営資材は部品表には記載さ
れていないが，外部購入の製品でもあると同時に例えば調達発注の対象であ
るからである。
図13をわかりやすくするという理由から属性表示の記載は断念する。
このような実体タイプ細分化の結果また関係タイプも細分化される。図9
では外部発注がまだ調達と販売の発注を含んでいたが，これらは今度は独立
した関係として挿入されている。それに応じて納入業者と外部購入製品の間
の取引関係は納入業者によって与えられる条件に関わるのに対して，璽窒と
販売可能製品との間の取引関係ではデータは顧客関係で収集される。
細分化の経過ば情報システムの設計にとって幅広い意味がある。取引相手
を納入業者と璽登に分割することによ以前は統一されていた適用分野，すな
わちまだ細分化されていない相手との外部発注処理から 2つの別々の適用分
野「仕入」と「販売」が生じる。
しかし両分野の鏡中の映像のようなデーク構造はなお密接な類似関係を明
らかにする。
従って概念の細分化が早すぎると情報システムを分裂させる結果になる。
図9をみると外部発注処理をまだ1つの適用ソフトウエアシステムで解決で
きると思われるが，図13では仕入と販売のための2つの別々の適用システム
を開発するのは当然と思われる。
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Abb.13 Anwendung der Operation „Spezialiserung" zur Differenzierung 
der Datenstruktur aus Abb. 9 
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図13 図9のデータ構造を区別するための「細分化」操作の使用
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図13の下部は製造をあらわす。製造明細には桂杜，経営資材と径墾旦によ
る自家製品の製造方法についての情報も含まれる。製造委託は動作デークで
ありそしてそれ故実休クイプ堕同と結ばれる。従って製造委託は重要デーク
として製造すべき製品（例えば部品番号によってあらわされる），完成日付
そして製造量を含む。注文が資金に基いて計画される場合，これらは荏吝と
それに関わる製造明細との関係をもたらす。これらの関係は資金明細とよば
Abb.14: ERM :Bestellung und Ware~eingang 
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れる。これらの経過の実施のために，製造委託を前もって実体クイプに「解
釈転換」する。これは関係クイプとして設計されているが，資金明細の関係
を挿入したことで今度は実体クイプの性質をもつ。図では製造委託を挿入す
る時線が菱形にまで引かれるが，資金明細に対する線は亡コの線から出てい
る。
図13の事業データモデルはまだ抽象度が高い。従って概念の明細化をさら
図14 ERM: 注文と入荷
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に進めることにより実用目的のために一層洗練する必要がある。シェール
（これについては Scheer,Wirtschaftsinformatik 1988参照）は工業経営
に関して実施した。そこで示されている事業デークモデルには生産，仕入，
販売，人事と技術といったオペレーション分野から約300の実体クイプと関
係クイプが含まれる。仕入部門の一部を抜粋した図14はモデルの詳細度を想
像させる。これは図13で納入業者，取引関係，仕入発注と外部購入製品とい
った実休クイプと関係クイプを用いて示された関係をさらに細分化したもの
である。
納入業者，納入業者条件，外部購入製品と発注クイプのマスクーデーク管
理の他に供給品回収から注文許可，入荷を通る注文処理が示されている。納
入および検査計画は条件の細分化として記述されている。
E. オペレーティプな UDMと価値を基準とした
情報システムの結合
図1の説明ですでに取扱ったように，物量基準の管理および処理システム
は価値にかかわる決算システムを伴う。物量基準の流れはしばしば価値基準
の流れに直接移行する，これらは図2の注文処理の一連の流れの説明で明ら
かにした通りである。これらの関係は事業デークモデルからも作られるが，
その場合オペレーションレベルのデータを価値基準の情報システムのレペル
に直接転送する。図15では図14で挿入した注文処理を続けるための関係を示
した。これは請求書の受領から始まる。納入者請求書は実体クイプ納入業者
と堕圃との関係である。それには個々の納入者請求書項目がヒエラルヒー的
に関係づけられるが，しかし最初は納入者請求書と外部購入製品の関係とし
て設計される。納入者請求項目を既存の注文項目に関係づけることにより直
接注文デークにアクセスできる。同じことがすでに設けられている入荷項目
と納入者請求書項目との関係づけによって生じる。注文項目，入荷項目と請
求書項目についての概念にはまだ相遮点があるにもかかわらず，これで大休
同じデークということになる。上位概念を選ぶことにこの 3つの概念の統一
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が可能になっただろうが，その場合それらの異なる性質はそれぞれの状態表
示によってあらわされていただろう。
請求書から債権者簿記の領域への移行は概念「領収書」によって明らかに
される。その際各請求書は一枚の領収書が醐係づけられる。このために新し
いデータを設ける必要はなく，オペレーティプなレベルのデークとの結合を
行うだけでよい。債権者簿記の範囲においてはある領収書にはそれぞれ該当
する口座と結ばれた記帳プロセスが関係づけられる。この場合一つの記入証
明からは種々の口座に接触する多くの具体的記入が明らかになる。例えば記
入文「債務に関わる入荷」が接触するのは通例債権者，当該材料の口座と付
加価値税口座である。実体タイプ債権者口座は分類関係を通じて実体タイプ
納入業者と結合されている。 1人の納入業者は多数の債権者口座を有する；
逆に1つの債権者口座を通じて多数の納入業者（例えば同じコンツェルンに
属し，そのために1つの債権者口座が設置されている）の処理も可能であ
る。
会計検査と債権者記帳の後に支払いが指示される。支払い過程には多くの
支払い項目が関係づけられる。各支払いは財務薄記の中で再び領収に至る。
領収・支払い項目は支払い消算を通じてオープン勘定と結びつけられる。
図15の例は注文プロセスのオペレーティプな流れと価値に関わる清算の結
合を示す。これらの閲係を以下に一般化して示すが，その場合原則としてォ
ペレーティプなシステムと簿記との結合をデーク構造によって特徴づける。
財務俺記（ここでは概念としていわゆる補助簿記すべてにも使用される）
は企業の取引上の出来事を価値に関わる形で記録する。そのためにデータ構
造として実体タイプである関連の記帳を含む旦座を利用する。概念旦座の挿
入により取引上のさまざまな種類のでき事の高度の抽象化が達成される。図
16ではこれらのプロセスを一般化作業を利用して示した。
左側にあげた実休タイプはオペレーティプなシステムのデータ要素を示
し，それぞれ取引上の出来事を特徴づける。全ての出来事は墨璽収によって
特徴づけられ，これは第一にいわゆる見出し情報を含む。この情報とは出来
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Abh.15 : ERM zur Kreditorenbuchführung 
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図15 債権者簿記のためのERM
108(108) 第 35巻第 1 号
Abb.16: ERM zur Belegdatenstruktur 
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事に属する個々のデークを記録する個々の原領収の行が結ばれている。この
例として第一に請求書見出しと個々の請求書項目から成る請求書が見られ
る。原領収と原領収の行との間の二重矢印はやはりヒエラルヒー的1:nの
関係をあらわすこととなり，これは見出し情報がそれぞれ最低1つの行項目
を前提としその逆もあることを示す。これらの最初の一般化段階によって多
様な取引上の出来事が統一的「形式」に還元される。
次の段階では挿入される概念旦座を取引上の出来事と結びつけることによ
り，財務簿記の領域への移行が行われる。全ての出来事は標準領収であらわ
される。領収見出しは取引上の具休的な世茎蔓｀と記帳時期との間の関係であ
る。領域見出しはそれぞれ記帳を特徴づける個々の領収の行と結ぴついてい
る。同様に領収の行は旦座と記帳をもたらす原領収の行と結合される。その
場合例えば請求書項目が債権者記帳での記入および材料経済の物的勘定にお
ける清算記帳に通じていることで，原領収の行（例えば請求書項目）が多く
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図16 領収データ構造のためのERM
の記入行を生じることがある。ヒエラルヒー的原領収の行と同様に領収見出
と領収の行との間にもヒエラルヒー的関係が予想される。
原領収と呼ばれる過程がすでに事業モデルの中で把握されている場合は，
領収は自動的に生みだされるか，情報ピラミッドの上位層から下位のデーク
レペルヘと直接の秩序が確立されるため，単に仮想の機能を持つだけかのど
ちらかである。
これらの関係を図17で示し，最下位レペルではオペレーティブなデーク構
造の一端を，その上のレベルでは財務簿記の一部をそしてそれに重ねてコス
ト計算または監査のデーク構造の一部を記した。例えばコスト計算の厘価墨
位の概念はオペレーティプなレベルに挿入された概念納入業者，璽窒，晋埴i
と製造委託の一般化である。挿入された原領収または原領収項目とオペレー
ティプなレベルの概念との関係も is-a関係によって示唆される。
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Abb.17: Beispiel für die Weiterverwendung von Datenstrukturen 
der operativen Ebene 
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図17 オペレーティブレベルのデータ構造の継続的使用例
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F. 情報システムの設計プロセスヘの UDM埋め込み
事業デークモデルの設計は比較的費用のかかるプロセスである。まず最初
にモデルにとってどの程度の詳細さが必要か確駆する必要がある。その場合
に注意しなければならないのは，これらの詳細度が全ての適用レベルを越え
て統一的に維持されることである。設計には機能にとって重要な知識と事業
コントロールに至るまでのデータの垂直的継続使用に関する知識が必要であ
る（図18参照）。既存の事業デークモデルのサンプル (Scheer,Wirtscha-
ftsinformatik 1988参照）は業界およぴ企業の特徴に合わせた具休的設計の
出発点として役立つと思われる。
UDMは事業に関わる情報システムを構成するための重要な第一歩であ
Abb.18 : Integrierte Informationssysteme 
Planungs-und 
Entscheidungssysteme 
Analyse-Informa-
tionssysteme 
Bericnts-und 
Kontrollsysteme 
Wertorientierte 
Abrechnungssysteme 
Mengenorientierte 
operative S)'Steme 
(Dispositions• 
und Administra-
tionssysteme) 
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る。
事実に即したデータ構造の設計は専門知識と情報技術的継続処理に必要な
形式整備とのインターフェースを形成する。
第二段階では設計された実際的データ構造をデータモデルの形式的要求に
転換する (Wedekind,Datenbanksysteme I 1981から引用した図19参照）。
その場合データモデルはデータ構造説明のために形式化された補助手段であ
り，その際デークに基く一定の見方に従うことになる。例えばネットワーク
モデルは物理的実行とデータ構造の論理的説明との間に密接な関係を有する
が， リレーションモデルは実行とは無関係な数学的なデーク構造模写を許す
(Wedekind, Datenbanksystem I 1981; Scheer, Wirtschaftsinformatik 
1988参照）。
いわゆるデータ記述言語でデータ構造の説明を可能にする具体的なデータ
図18 統合情報システム
計画・決定システム
分析・情報システム
報告・コントロール
システム
価値基準の清算シス
テム
拭基準のオペレーテ
イプシステム
（処理・管理システム）
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図19現実的問題の形成化
事実に即したデーク構造の設計
データモデルの形式的要求への転換
データバンクシステムのデータ記述言語
への転換
第一段階
第 2段階
第 3段階
バンク管理システムはデークモデルに基くので，デークバンクシステムはデ
ークの具体的管理にこれらの説明を使用できる。
一般的に情報システムの設計から知られているように，第一段階，すなわ
ち使用上の知識と情報システムを成功させるための形式化の最初の手がかり
とのインクーフェイスが最も重要である。ここで犯される間遮いは，より詳
細な設計段階における後の間遣いに対して極端に大きい影響を与える。これ
らのことはデーク構造の設計についてもあてはまる。
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